
令和 8 年度 大垣市官民連携プロジェクト事業補助金 募集要項 
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1 目 的 

本市では、地域課題の解決や地域活性化につながる事業を実施する団体・法人等が 

市と連携して行う「官民連携プロジェクト」に対し、ふるさと納税・クラウドファン  

ディング型ふるさと納税・企業版ふるさと納税の  

寄附金を活用した補助金により支援します。 

市民の皆さんや企業の共感・寄附を原動力に、大垣の

未来を共に創りませんか！ 

 

 

2 補助対象者 

次のすべてに該当する団体・法人等が対象です。 

要 件 内  容 

活動実績 現に市内で活動し、またはこれから活動を始めようとしていること 

規 約 等 規約・会則その他これに類するものを定めていること 

構 成 員 1 人以上が市内に在住・在勤・在学していること 

そ の 他 
暴力団でないこと 
暴力団及び暴力団員が構成員又は役員となっていないこと 

 

 

3 補助対象事業 

次の要件をすべて満たす事業が対象です。 

① 本市の地域再生計画（まち・ひと・しごと創生寄附活用事業）に掲げる基本目標
のいずれかに該当し、地域課題の解決や地域活性化に資する事業であること 

 

 

 

② 事業費の額が 100 万円以上であること ※当該事業の財源となる寄附金が既に経費額以上ある場合はこの限りではありません。 

③ 市長が補助対象事業として認定した事業であること 

注 対象外となる事業 

・ 祭り・運動会・スポーツ大会等、地域で一般的に行われている事業 

・ 特定の政治活動や宗教活動を主たる目的とした事業 

・ その他市長が適当でないと認める事業  

・ 安全で安心できるまちづくり事業 
・ 希望あふれる活力あるまちづくり事業 
・ 子育て日本一を実感できるまちづくり事業 

基
本
目
標 
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4 補助対象経費・補助金額 

 

 

 

 

 

▶ 補助金額 

補助金額は、次のいずれか低い額が上限となります。 

・ 補助対象経費の合計額 

・ ふるさと納税・クラウドファンディング型ふるさと
納税・企業版ふるさと納税により市が受けた寄附金
額から募集等に要する経費相当額を控除した額の 
合計額 

※ 国・地方公共団体等から他の補助金等を受ける場合、その対象部分は補助対象

経費から除外されます。 

 

 

5 申請書類 

認定申請の際は、次の書類を地域創生戦略課へご提出ください。 

書  類 備  考 

① 大垣市官民連携プロジェクト事業 
認定申請書（第 1 号様式） 

 

② 事業計画書（別紙 1） 
事業内容・効果・市との連携方法・ 
スケジュール等を記載 

③ 収支予算書（別紙 2） 収入・支出の積算内訳を詳細に記載 

④ 同意書兼誓約書（別紙 3）  

⑤ 構成員名簿 
任意様式 

※市内に在住・在勤・在学する者がわかるようにしてください 

⑥ その他市長が必要と認める書類 
団体概要がわかる資料 
団体の事業パンフレット 
団体の定款・規約・会則 など 

  

上限額（低い方） 

主な対象経費 
報償費、人件費（臨時雇用）、旅費、需用費（消耗品・印刷費等）、役務費（通信
費・保険料等）、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費 など 
 

対象外経費 
団体の正職員人件費、交際費、慶弔費、飲食費（一部例外あり）、懇親会費 など 
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6 認定申請から事業完了までの流れ 
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7 審査について 

提出書類をもとに、大垣市官民連携プロジェクト審査会が審査を行い、市長が認定の  

可否を決定します。必要に応じて、申請者の方にも審査会に出席を依頼することがあり

ます。 

    主な審査の視点 

・ 地域課題の解決・地域活性化への貢献度と市の施策との整合性 

・ 広く市民に利益が及ぶ公益性と、サービス向上への効果・波及性 

・ 市や地域関係者との連携・協働、及び役割分担の明確さ 

・ 事業計画の実現可能性・持続性、独自性と予算の妥当性 

 

 

8 その他注意事項 

・ 認定事業者は、自己の事業に係る寄附募集に対して寄附を行うことはできません。 

・ 企業版ふるさと納税の寄附者に対し、寄附の代償として経済的利益を供与すること
は禁止されています。 

・ 申請する事業や時期によっては、予算措置について市議会の議決が必要になる場合
がありますので、早めの相談をお願いします。 

・ 寄附額が補助対象経費に満たない場合でも、原則として事業を実施していただき 
ます。不足分は自己資金で補っていただく必要がありますので、ご了承ください。 

・ 寄附額が補助対象経費を上回った場合は、寄附金は寄附者に返還せず、地域再生  
計画の基本目標に沿う他事業に活用します。 

・ 事業の収支に関する帳簿等は、事業完了年度の翌年度から5年間保存してください。 

 

 

9 相談・申請窓口 

  大垣市役所企画部 地域創生戦略課 

  〒503-8601 大垣市丸の内 2 丁目 29 番地 

  （直通）  0584-47-8244 

    （代表）  0584-81-4111（内線 2816） 

 

申請をご検討の場合は、まず担当課へご相談ください。 

申請書類の様式は市ホームページ（https://www.city.ogaki.lg.jp/0000070555.html）

からダウンロードできます。 

https://www.city.ogaki.lg.jp/0000070555.html

